

授業名称：地理空間情報の提供・流通の促進と国の取組

ティーチングノート

（地方公共団体向け）
概要：

平成19年５月に「地理空間情報活用推進基本法」（以下「基本法」という。）が成立し、平成20年４月には基本法に基づく「地理空間情報活用推進基本計画」（平成20年４月閣議決定、以下「基本計画」という。）が策定された。

基本計画では、誰もがいつでもどこでも必要な地理空間情報を使ったり、高度な分析に基づく的確な情報を入手し行動できる｢地理空間情報高度活用社会｣の実現を目指しており、現在、関係機関において重点的に施策を展開しているところである。

そこでこの講義では、基本法の理念、基本計画が示す目指すべき姿、国の取組状況、地理空間情報の提供・流通促進の意義についてとりあげる
学習目標：

本講義では、基本法や基本計画などの背景と地理空間情報の提供・流通の意義について習得する。具体的な目標は以下の通り。

・基本法、基本計画などが示す目指すべき姿、それを踏まえた国の取組状況について学ぶ。

・地理空間情報の提供・流通の促進の意義について理解する。

受講対象：

地方公共団体等において、GISに関連する業務に従事している者、もしくはGISに関する基礎知識は有しており、今後、専門性を高めたい意向がある者等
(1) 地方公共団体の情報部門の人材
(2) 地方公共団体の情報部門以外に所属し、GISの活用が期待される業務に従事する人材

(3) その他、地域行政に関連する組織に所属し、GISの活用が期待される業務に従事する人材
ティーチングノート：

【はじめに】

　本講義は、地方公共団体の職員向けに、約60分間の授業を行うことを想定している。
（1） 概要と学習目標　…５～10分

（2） 基本法の理念、G空間高度活用社会、提供流通の意義について　…　30～35分
（3） まとめ・質疑　…　10～15分

【各スライドの説明手順等】

ページ2　サブタイトル：本講義の背景と学習内容
◆このページのポイント
· 今回説明する内容の背景として「基本法」及び「基本法」に基づき策定された「基本計画」がある。

· 基本計画では「地理空間情報高度活用社会」を目指すとしていることをまず念頭においてもらう。
（詳細は後ろのスライドで説明しているため、紹介程度）
◆説明手順

· 上記のポイントを説明。
◆補足事項（スライド未掲載のデータやファクト等）

· 地方公共団体の公共測量等を担当する部署に実施したアンケート結果によると、基本法の認知度は７０％程度（地理空間情報活用推進に関する実態調査（国土地理院、平成21年3月））→その他の部署ではもっと低いことが想定される。
· 時間の余裕がある時は、受講者に対しても基本法の認知度について投げかけ、受講者の認知状況を把握する（一方通行の講義とならないようにとの配慮と受講者の認知状況の把握を目的とする）。
◆受講者への確認事項

· 特になし。

ページ3　サブタイトル：本講義の背景と学習目標
◆このページのポイント
· 学習目標について、全員に共有意識を持ってもらう。
◆説明手順

· ２つの学習目標について音読し、内容を確認する。
· 特に、「高度活用社会」の実現には、「提供・流通の促進」が重要である（テキストに下線を引いてもらう）。

◆補足事項（スライド未掲載のデータやファクト等）

· 特になし。

◆受講者への確認事項

· 特になし。

ページ4　サブタイトル：地理空間情報の定義について

◆このページのポイント
· 地理空間情報の定義の再確認。
· 特に、地図に関する情報だけでなく日常の業務で扱う統計・台帳情報も地理空間情報に含まれることを認識してもらう。
◆説明手順

· 基本法でスライドにあるように定義されている。
· 「空間上の特定の地点や区域の位置を示す情報」のほか「位置情報に関連づけられた情報」が地理空間情報である。

· つまり、行政において日常的に扱う台帳や統計などの情報も含まれる旨を説明。
· 一説によると、世の中にある情報のうち約8割が地理空間情報であることも紹介する。
◆補足事項（スライド未掲載のデータやファクト等）

· 時間の余裕がある時は、受講者に対しても地理空間情報の認知度について投げかけ、受講者の認知状況を把握する（一方通行の講義とならないようにとの配慮と受講者の認知状況の把握を目的とする）。
◆受講者への確認事項

· 特になし。

ページ7　サブタイトル：地理空間情報の活用推進に向けた政府の取組の背景及び経緯①
◆このページのポイント
· 政府としての取組の出発点と、それ以降の動きについて理解してもらう。
◆説明手順

· 政府の取組の出発点について

· 平成7年1月の阪神・淡路大震災が政府の取組の出発点である。
· 震災直後には、どこにどんな被害があるのか、といった被害状況の把握。復旧作業においては、がれきはどうしたら効率よく撤去できるか、といった復旧作業の効率化等の観点からGIS活用意義が確認された。
· また、その一方で、自治体で保有している電子データが、自治体間（または部署間）で形式が異なっているなど重ね合わせができないといった課題も報告された。（有用であることと課題が明確に）
· そのほか、国際的な取組もすでに進展していた。

· これらの背景等を踏まえ、地理情報システム（GIS）関係省庁連絡会議が設置され、国としての各種取組につながってきた。

· （次頁と連続して説明するため、サラリと触れる程度で良い）

◆補足事項（スライド未掲載のデータやファクト等）

· 特になし。

◆受講者への確認事項

· 特になし。

ページ8　サブタイトル：地理空間情報の活用推進に向けた政府の取組の背景及び経緯② 
◆このページのポイント
· 地理情報システム（GIS）関係省庁連絡会議の設置以降、基本法及び基本計画にいたるまでの取組の経緯について理解する。

◆説明手順

· 基本法、基本計画について説明。
· それまでの政府の施策についての説明

· 96年に政府の取組の基本方針として長期計画を決定。

· 99年に基盤的な地図データ等に関する整備計画を決定

· 2002年にそれらのデータを活用するためのアクションプログラム2002-2005

· 2007年には、その次期計画としてアクションプログラム2010が2008が策定

· 〈（注意）スペースの関係上、パワポではスライドイン〉2007年の基本法、2008年に基本計画が策定されたことを受け、同年8月、基本計画に基づく具体的な行動計画として「G空間行動プラン」（正式名称：地理空間情報の活用推進に関する行動計画）を策定。
· 次期を同じくして、より多くの方々に親しみやすい名称を、と言う趣旨で、「G空間」という愛称を用いるようになった

· 組織についての説明。
· 95年に「地理情報システム（GIS）関係省庁連絡会議」設置

· 2005年に、「測位」の観点が加わり、組織も「測位・地理情報システム等推進会議」と名称変更した。

· さらに、基本法、基本計画が成立し、衛星測位とかGISなどに関する情報の総称として「地理空間情報」という言葉が定義されたことで、2008年に地理空間情報活用推進会議」として現在活動を進めている。

◆補足事項（スライド未掲載のデータやファクト等）

· 特になし。

◆受講者への確認事項

· 特になし。

ページ10　サブタイトル：基本法関連①
◆このページのポイント
· 基本法の全体構成を理解する。

◆説明手順

· 総則、地理情報システムに係る施策、衛星測位に係る施策から構成されていることについて説明する。
◆補足事項（スライド未掲載のデータやファクト等）

· 特になし。

◆受講者への確認事項

· 特になし。

ページ11～14　サブタイトル：基本法関連②～⑤
◆このページのポイント
· 基本法の主要な用語の定義、基本理念及び社会の将来像について確認する。

· 国・地方公共団体・民間等がそれぞれ相互に連携・協力し合いながら進めていくことが肝要ということについて理解する。

◆説明手順

· P.11
· 改めて「地理空間情報」「基盤地図情報」「地理情報システム」について読み上げて説明。

· P.12
· 基本法第3条で基本理念が掲げられている。

· 1から９まで基本理念が掲げられており、簡単に説明するとスライドのとおり（1つ1つ読み上げる）。
· P.13
· 図の中、国、地方公共団体、関係事業者の役割について4,5,6, 8条を順番に説明
· 国と地方公共団体、関係事業者の相互が連携することが重要であり、第7条で国は連携の強化に必要な施策を講じるとしている。
· 地方公共団体においても「地理空間情報の活用推進に関する施策を策定・実施する責務」がある。
· P.14、基本理念のもと、具体的にどのような役割を有しているか説明。
· 国は基本計画の策定、関係機関における協力体制の構築、地理空間情報活用推進のための環境整備を行うほか、地方公共団体と協力・連携のもと、基盤地図情報の整備・活用及び更新基盤地図情報・地理空間情報の円滑な流通、行政における地理空間情報の活用等を推進していく役割を担っている。
· 地方公共団体は、行政の効率化・高度化、住民サービスの質の向上等を行うほか、国との協力により施策を実施することが期待されている。

· それを踏まえ、民間事業者等には、良質な地理空間情報を提供すること、施策への協力等が期待されている。
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◆補足事項（スライド未掲載のデータやファクト等）

· 特になし。

◆受講者への確認事項

· 特になし。

ページ15サブタイトル：基本法関連⑥

◆このページのポイント
· 政府の推進体制について説明。

◆説明手順

· 先に説明した「地理空間情報活用推進会議」が、政府横断的な組織であることを説明。

· 内閣官房を中心として、国土計画局が推進会議及び幹事会の事務局を担当している

· GISに関する施策のとりまとめ等については、国土計画局参事官が議長代理としてとりまとめていることを説明。

· 産学官連携協議会を平成20年10月に設立し、産業界との連携も図っている
· （時間に余裕があれば）産学官連携協議会の紹介として、研究開発、防災に関するWG、G空間EXPOWGを紹介。特に、EXPO開催を控える時期の場合は、関係資料としてパンフレットなどを配布し紹介する。

◆補足事項（スライド未掲載のデータやファクト等）

· 特になし。

◆受講者への確認事項

· 特になし。

ページ17～19サブタイトル：基本計画関連①
◆このページのポイント
· 基本計画が目指すべき姿を理解してもらう。

◆説明手順

· P.17のスライドを用いて、以下を説明。

· 目指すべき姿＝「地理空間情報高度活用社会」の実現。

· 基本計画において示されている地理空間情報の具体的な活用の姿として、４つの柱を一つずつ説明（「新産業・新サービスの創出」「国民生活の利便性の向上」「行政の効率化・高度化」。

· 位置に関する情報を活用し、多岐にわたる分野への横断的な活用が期待されており、このような姿、つまり、地理空間情報高度社会を実現させていくことを基本計画では目指している。
· P.18
· 基本計画では、高度活用社会実現に向けた現状の課題とそれに対して重点的に講ずる施策を示している。
· 4点について紹介。特にこの講義では「地理空間情報の整備・提供・流通の促進」に焦点を絞っている点を強調。
· P.19
· 地理空間情報の提供・流通促進は、国だけではなく、多くの地理空間情報を扱う地方公共団体、民間事業者の協力が必要である。
· 効果の具体例を読み上げる。

◆補足事項（スライド未掲載のデータやファクト等）

· 特になし。

◆受講者への確認事項

· 特になし。

ページ21～25　サブタイトル：政府における提供流通促進に係る施策例①～④
◆このページのポイント
· 施策例として、地理空間情報の提供・流通促進に係る施策を紹介する。

◆説明手順

· P.21
· 地理空間情報の提供・流通を促進（特に異なる主体間で地理空間情報を相互に活用）していくためには、標準化と基準づくりが重要。標準化については、「地理空間情報の調達と利用」で詳細に扱うため具体的な説明は不要。
· P.22（基盤地図情報の整備）前にも説明しているため簡単に。
· 地理空間情報は、位置情報をもとに異なるデータを重ね合わせることで分析等が可能となるものであるが、位置が統一されていなければ重ね合わせができない。

· 現状として、自治体、同じ自治体でも部署ごとに位置の整合性が取れていない地図が多く存在する。
· そのため、位置情報の基準となる地図の作成が必要であり、現在整備・提供をすすめている。

· P.23
· 政府の取組をワンストップで提供するサービスとしてGISポータルサイトを運用している。政府の関係機関の施策やWebGIS等の解説やリンクなどが整備されている。H20年3月本格運用開始。
· P.24-25
· 国土地理院の電子国土を紹介。
· 電子国土は基盤地図情報等を背景図として、独自のWebGISを構築できる。電子国土ポータルサイト上で無償で活用でき、国、地方公共団体、市民団体、個人等が活用していることを紹介。
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· P.26
· 提供・流通上の重要な課題として、個人情報保護、知的財産権に関して、地理空間情報を扱う際に発生しうる問題があるが、これらについては、地理空間情報における個人情報の取扱い、二次資料促進に関するガイドラインとして、政府の推進会議で昨年９月に決定している。

· 詳しくは「地理空間情報の提供・流通を図るための個人情報や二次利用に伴う著作権等の取扱い」において説明する。
◆補足事項（スライド未掲載のデータやファクト等）

· 提供・流通上の重要な課題として、説明したものに加え、個人情報保護、知的財産権に関して、地理空間情報を扱う際に発生しうる問題があるが、これについては「地理空間情報の提供・流通を図るための個人情報や二次利用に伴う著作権等の取扱い」において説明する。

◆受講者への確認事項

· 特になし。

ページ30～31　サブタイトル：ふり返り
◆このページのポイント
· 本日の講義について、ざっとふり返る。

◆説明手順

· 30、目標を改めて確認

· 31では、政府においては「地理空間情報高度活用社会」の実現を目指していることを説明。高度活用社会としては4つの姿があげられているが、その実現のためには提供・流通促進がとても重要である。

◆補足事項（スライド未掲載のデータやファクト等）

· 特になし。

◆受講者への確認事項（質疑応答の際の留意点）
· 上記の後、講義全体についての質疑応答を行う（10分程度）。
· FAQ：

１．国の政策動向・提供流通の意義等

Q1:「地方公共団体にも活用推進に関する施策を策定・実施する責務」とは、具体的にどのようなことを想定しているのか。

→基本法第5条で、「国との適切な役割分担を踏まえて、当該地域の状況に応じた地理空間情報の活用の推進に関する施策を策定市、及び実施する責務を有する。」としている。
具体的には、以下があげられる。

・基盤地図情報の整備（第16条）

・基盤地図情報を用いた地図の作成、相互の活用（第17条）

・地理空間情報の電子化及びその積極的提供等円滑な流通（第18条第2項）
　　（つまり、紙ベースで管理されていた地理空間情報について、電子納品などを活用し、デジタルデータとして蓄積する。道路管理や都市計画、建築確認などの業務で作成した地理空間情報のうち、外部に提供しても支障のないものについては庁内外で利用できるように提供・流通を図っていく。　など）。
Q2提供・流通の問題点として個人情報、知的財産等があげられているが、電子化されていないことがもっとも大きな課題なのでは？

→とても重要な課題と認識。関係各府省で実施している。たとえば、（国交省）国土情報、地籍情報、道路関係図面・・・を各部署で電子化する施策が進められている。その他、経産省の地質資源など。
Q3：提供・流通とは具体的にどのような行為を想定しているのか？

→企業や家庭のPCから閲覧やダウンロード等が可能な状態。CD-ROM等の電子媒体や紙地図等での提供も含まれるが、「誰でもどこでも」活用することが可能なことを想定しているため、インターネット上で積極的に公開していくことを視野に入れている。
Q4:基盤地図情報の整備状況は？どのようにしたら使えるのか？

→25000については完成しており、国土地理院から無償で提供されている。2500については現在都市計画区域を対象に整備がされており、平成23年度までに概成することを目標としている。
Q5:政府の検討チームの体制。

→A関係各府省で構成。事務局での調査・研究の実施に当たっては、個人情報保護、知的財産など関係法令の専門家、地方自治体職員、業界団体等で構成される検討委員会を設置した検討を行っている。そこでの検討結果を踏まえ、事務局において、ガイドライン素案の作成を行っている。
Q6:民間向けガイドラインはどのような業務を対象とするのか

→民間事業者の扱う地理空間情報に関する提供・流通上の課題について具体的な検討を現在進めているところ。いわゆるG空間事業者における業務全般が対象。コンテンツ産業、情報通信産業など位置情報を活用して新サービスの創出等を手がける業界なども含まれてくると想定している。
Q7地方自治体の業務で利用する地図の電子化率、個別・統合型GISの普及率

　→総務省調べでは、市町村の統合型GISの導入状況は28.8%（H21.4.1現在）。
Q8外国における地理空間情報に関する政策の動向
→たとえば韓国においては、2009年に空間情報産業振興法が制定され、地理空間情報に関する技術の開発促進、空間情報産業の標準化のサポート、産学連携プログラムのサポート等に関する国家レベルでの取組が推進。

◆盛岡研修での質問（いずれも自治体）
・電子国土はいつ頃整備されたものか
→2003年から提供開始
・国土計画局では、自治体のGISの導入に関する補助事業は予定しているか
→現在、自治体向けの地理空間情報の利活用マニュアルの策定のための事業を実施しているが今年度で終了する。

・クリアリングハウスについて以前説明を受けたことがあるが、これも提供・流通促進策の一環として実施されているものと理解して良いか。

（国の責務）


第四条　国は、前条の基本理念（以下「基本理念」という。）にのっとり、地理空間情報の活用の推進に関する施策を総合的に策定し、及び実施する責務を有する。


　（地方公共団体の責務）


第五条　地方公共団体は、基本理念にのっとり、国との適切な役割分担を踏まえて、当該地域の状況に応じた地理空間情報の活用の推進に関する施策を策定し、及び実施する責務を有する。


　（事業者の努力）


第六条　測量、地図の作成又は地理情報システム若しくは衛星測位を活用したサービスの提供の事業を行う者その他の関係事業者は、基本理念にのっとり、その事業活動に関し、良質な地理空間情報の提供等に自ら努めるとともに、国又は地方公共団体が実施する地理空間情報の活用の推進に関する施策に協力するよう努めるものとする。


　（連携の強化）


第七条　国は、国、地方公共団体、関係事業者及び大学等の研究機関が相互に連携を図りながら協力することにより、地理空間情報の活用の効果的な推進が図られることにかんがみ、これらの者の間の連携の強化に必要な施策を講ずるものとする。


　（法制上の措置等）


第八条　政府は、地理空間情報の活用の推進に関する施策を実施するため必要な法制上又は財政上の措置その他の措置を講じなければならない。

















第十六条　国は、基盤地図情報の共用を推進することにより地理情報システムの普及を図るため、基盤地図情報の整備に係る技術上の基準を定めるものとする。


２　国及び地方公共団体は、前項の目的を達成するため、同項の技術上の基準に適合した基盤地図情報の整備及び適時の更新その他の必要な施策を講ずるものとする。


　（地図関連業務における基盤地図情報の相互活用）


第十七条　国及び地方公共団体は、都市計画、公共施設の管理、農地、森林等の管理、地籍調査、不動産登記、税務、統計その他のその遂行に地図の利用が必要な行政の各分野における事務又は事業を実施するため地図を作成する場合には、当該地図の対象となる区域について既に整備された基盤地図情報の相互の活用に努めるものとする。


　（基盤地図情報等の円滑な流通等）


第十八条　国及び地方公共団体は、基盤地図情報等が社会全体において利用されることが地理空間情報の高度な活用に資することにかんがみ、基盤地図情報の積極的な提供、統計情報、測量に係る画像情報等の電磁的方式による整備及びその提供その他の地理空間情報の円滑な流通に必要な施策を講ずるものとする。


２　国は、その保有する基盤地図情報等を原則としてインターネットを利用して無償で提供するものとする。


３　国は、前二項に定めるもののほか、国民、事業者等による地理空間情報の活用を促進するため、技術的助言、情報の提供その他の必要な施策を講ずるものとする。
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